
法律上は、私立大学と
国立大学は同等です

　教育基本法などの法律では、私立大学も国立大学も
同等の公教育機関です。しかし、現状では大きな格差が
あります。学生一人あたりの公財政支出は、国立大学が
202万円、私立大学はわずか16万円です。私大への国
の補助（私大助成）があまりに少ないため、学費負担は
非常に重くなっています。（国立大でも学費が値上げさ
れています。）
　私たちは、私立大学生の学費負担を軽減し、誰もが充
実した学生生活を送れるようにすることを求めています。

「中間所得層」の家庭にも
授業料減免支援を！

　2020年度から始まった大学等修学支援新制度（授業
料等減免・給付型奨学金）の対象者は、住民税非課税世
帯とそれに準ずる世帯（目安年収は約380万円以下）の
学生に限定されており、授業料・入学金の減免額は最大
でも96万円となっているため、低所得層も多額の自己
負担を強いられます。また、大学等修学支援新制度創設
を理由として、私立大学に対する授業料減免補助が廃止
され、中間所得層の家庭が減免を受けられなくなりまし
た。署名では、大学等修学支援新制度の厳しすぎる年収
基準を大幅に引き上げるよう国会に求めています。

2021

学費が高すぎます！
生活が成り立ちません！

▼私大助成のうち、経常費に対する補助（大学運営のための費用）割合は、ピーク時の約30％から
減り続け、現在は10％を割り込んでいます。

▼授業料等の上昇傾向は更に続いています。景気低迷が続く北海道では進学希望者が多いにも関わ
らず、実際の大学進学率は全国最低ランクに下げ止まっています。
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「請願」は国民の権利です

長年の運動によって実現してきました

2020年度

51万8千人 50万9千人 ▲9千人

3,114億円 3,099億円 ▲15億円

2021年度 増　減

無利子奨学金の充実は
不可欠！

　2021年度予算案では、「無利子奨学金の貸与基準を
満たす希望者全員に対する貸与を確実に実施する」とし
ながら、事業規模は前年より縮小しています（図表）。
　学生・保護者の「せめて無利子奨学金を」という願い
に応える無利子奨学金予算の維持・拡充と給付型奨学金
の充実が求められます。

「私大助成」の拡充と奨学制度の抜本改善が必要
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1給付型奨学金制度の創設
2無利子奨学金貸与枠の拡大
3国際人権規約の高等教育無償化条項の留保を撤回
4私立大学に対する学費減免事業補助の増額など

昨年度に取りくまれた署名は全国で14万人。国会へは
衆参で10会派25名、与野党の「紹介議
員」を通じて提出されました。北海道関係では次
の4名の議員が紹介を受託してくれました。
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